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省エネ機器導入支援事業補助金　申請書提出用チェックシート

申請者（事業者名）

チェック項目 受領者
チェック

補助金交付申請額を記載しているか。また、記載している金額が適切なものとなっているか。

Ⅰ企業情報

広島市省エネ機器導入支援事業補助金交付申請書（第１号様式）を添付しているか。

住所、事業者名、代表者の職氏名、担当者の連絡先を正確に記載しているか。担当者は申請者本人又は自社の従業員でいつでも連絡がとれる連絡先となっているか。

【法人の場合】法人の履歴事項全部証明書（組合の場合は定款）を添付しているか。　※履歴事項全部証明書は３ヶ月以内に発行されたもの

【個人事業主の場合】直近の確定申告書、又は提出できないやむを得ない事情がある場合は事業の実施に係る認可許可証若しくは個人事業の開業届出書を添付しているか。

主たる業種の欄には、日本標準産業分類の中分類を記載しているか。

資本金又は出資金（資本金等を有しない個人事業主などは記載不要）、従業員数は正確に記載しているか。また、補助対象となる「中小企業者」又は「組合」であるか。

住所、事業者名、代表者の職氏名を正確に記載しているか。（個人事業主の場合は、代表者名及び自宅住所のみ記載してください）

非補助対象者ではない旨の誓約書（第３号様式）を添付しているか。

役員等氏名一覧表（第２号様式）を添付しているか。

履歴事項全部証明書等に記載された全ての役員についての必要事項をもれなく記載しているか。

事業所税申告書事業所等明細書

固定資産税・都市計画税納税通知書　固定資産課税明細書

住所、事業者名、代表者の職氏名を正確に記載しているか。

本市内に存する事業所の所在地が確認できる書類を添付しているか。（下記のうち、添付する資料にチェック）　※全て申請者名義となっているものに限る

（広島市が発行する）市税の滞納がないことを証明する書類を添付しているか。　※３ヶ月以内に発行されたもの

建築確認資料

賃貸借契約書

固定資産税課税台帳記載事項証明

不動産登記事項証明書

Ⅱ 事業内容確認書類

事業計画書及び機器の詳細計画書（第４号様式）を添付しているか。

「申請者名」を正確に記載しているか。

「申請時確認事項」には、チェックが記載されているか。

機器の詳細計画書は導入する事業所ごとに作成されているか。

「事業完了予定日」は令和６年１２月２０日までの期間となっているか。

「直近１年間のエネルギー使用量」を記載しているか。

収支予算書（第５号様式）を添付しているか。

「補助対象機器を導入する事業所」は、種別及び所在地の記載があるか。また、所在地を確認できる書類（本市内に存する事業所の所在地が確認できる書類）が添付されているか。

「補助事業により導入する機器の概要」の箇所に、必要な情報の記載があるか。また、導入する機器の数量が撤去する機器の数量よりも少ないか。

導入する機器が補助対象機器一覧に掲載されている機器であるか。

導入機器の規格や型式及び製造番号等が分かるカタログ等の資料を添付しているか。

更新前後の位置図、平面図及び改修等の内容の分かる図面を添付しているか。

12の写真番号とともに写真の撮影方向を記載しているか。

【ＮＰＯ法人の場合】直近の法人税に係る確定申告書を添付しているか。

工事着工前の該当箇所の写真を添付しているか。

それぞれの写真に番号を付し、11の図面に番号を記載しているか。機器の写真、事業所の内観及び外観の写真は撮影できているか。

「補助対象経費」の各金額が工事見積書と同じ金額となっているか。また、説明欄に経費の説明が記載しているか。

２社以上の工事見積書の写しを添付しているか。　※同条件、同内容の見積書が２社分以上必要です

「導入前後の機器に関する情報について」を添付しているか。　※高効率空調及び冷凍冷蔵設備を更新する場合

「広島市補助金」の額の算定が適切であり、申請書に記載の金額と同じ金額となっているか。

導入する機器のエネルギー源がＬＰガスである場合に、ＬＰガス使用機器であることが分かるようになっているか。


